
北海道カーボン・アクション・フォーラム
について



家庭やオフィス、移動（自動車・飛行機）での温室効
果ガス排出量を把握する

省エネ活動や環境負荷の少ない交通手段の選択な
ど、温室効果ガスの削減努力を行う

削減が困難な排出量を把握し、他の場所で実現した
クレジットの購入または他の場所での排出削減活動
を実施

対象となる活動の排出量と同量のクレジットで埋め合
わせ（相殺）する

2

【定義】市民、企業等が、①自らの温室効果ガスの排出量を認識し、②主体的にこれを削減する努力を行う
とともに、③削減が困難な部分の排出量を把握し、④他の場所で実現した温室効果ガスの排出削減

・吸収量等（クレジット）の購入、他の場所で排出削減・吸収を実現するプロジェクトや活動の実施等
により、③の排出量の全部又は一部を埋め合わせること。

【意義】(1)市民・企業等による主体的な温室効果ガス排出削減活動の促進、(2)温室効果ガスの排出がコスト
であるという認識を経済社会に組み込み、ライフスタイルや事業活動を低炭素型にシフト、(3)国内外

の温室効果ガス排出削減・吸収プロジェクトへの資金調達

カーボン・オフセットの定義と意義



名 称 Ｊ－ＶＥＲ 国内クレジット グリーン電力証書
京都メカニズム

クレジット
（ＣＤＭ・ＪＩ）

概 要 国内の自主的な温
室効果ガス排出削
減・吸収プロジェク
トから生じた削減量
等を認証しクレジッ
トとして発行する制
度

大企業等が技術・資
金等を提供して中小
企業等が行った二酸
化炭素の排出削減量
を認証し、クレジットと
して発行する制度

再生可能エネルギー
によって発電された
電力という環境付加
価値を証書化し、市
場で取引可能にした
制度

先進国が途上国等
で排出削減・吸収プ
ロジェクトを実施し
た場合に生じた削
減量等について、国
連の認証により発
行される排出枠

対 象 二酸化炭素等の排
出削減・吸収プロ
ジェクト

化石燃料の排出削減
プロジェクト

再生可能エネルギー
による発電

排出削減・吸収、再
生可能エネルギー
など多岐にわたる

制度開始 平成20年11月 平成20年10月 平成12年10月 －

所 管 環境省 経済産業省、環境省、
農林水産省

グリーンエネルギー
認証センター

国連気候変動枠組
条約事務局

日本で流通するカーボン・クレジットの例



国

企業

市民

＜排出削減等に関する枠組み＞ ＜利用可能な外部クレジット＞

京都議定書

経団連自主行動計画

地球温暖化対策推進法
算定・報告・公表制度

自主参加型国内排出量
取引制度（J-VETS）

ＣＳＲ目的の
カーボン・オフセット

京都メカニズムクレジット
CDM（CER）,JI（ERU）

京都メカニズムクレジット

国内クレジット

京都メカニズムクレジット

Ｊ－ＶＥＲ

国内クレジット

京都メカニズムクレジット

＜取り組む単位＞

東京都排出量取引制度

カーボン・オフセット

グリーン電力証書

京都メカニズムクレジット

Ｊ－ＶＥＲ

国内クレジット

グリーン電力証書

京都メカニズムクレジット

Ｊ－ＶＥＲ

国内クレジット

グリーン電力証書

日本国内におけるカーボンクレジット活用見取り図



カーボン・オフセットの取組事例

オフセット・クレジット（Ｊ－ＶＥＲ）制度
（環境省）

国内クレジット制度
（経済産業省、環境省、農林水産省）

認められる主な削減・吸収プロジェクト

・飛行機利用で排出されるCO2をオフセット

・全国駅伝大会の伴走車の燃料から排出され

るCO2をオフセット

・ラジオ番組の制作・放送に伴って排出される

CO2をオフセット など

・飛行機利用で排出されるCO2をオフセット

・全国駅伝大会の伴走車の燃料から排出され

るCO2をオフセット

・ラジオ番組の制作・放送に伴って排出される

CO2をオフセット など

認められる主な削減方法

・照明設備の更新・新設

・ヒートポンプの導入による熱源機器の更新

・雪氷融解水のエネルギー利用

・温泉熱及び温泉排熱エネルギー利用 など

・照明設備の更新・新設

・ヒートポンプの導入による熱源機器の更新

・雪氷融解水のエネルギー利用

・温泉熱及び温泉排熱エネルギー利用 など

・廃食用油由来のＢＤＦの車両等における利用

・間伐によるCO2吸収量の増大

・植林活動におけるCO2吸収量の増大 など

・廃食用油由来のＢＤＦの車両等における利用

・間伐によるCO2吸収量の増大

・植林活動におけるCO2吸収量の増大 など

オフセットの利用例

・大企業等の自主行動計画に基づく自主削減

に利用

・企業のＣＳＲ活動に利用 など

・大企業等の自主行動計画に基づく自主削減

に利用

・企業のＣＳＲ活動に利用 など

オフセットの利用例



地球温暖化は、海水面の上昇や生態系の変化、洪水をはじめとする異常気象による災害の多発など、人類の生存基盤をも脅か

す地球規模の深刻な問題であり、私たちの住む北海道でも豊かな自然環境への影響や基幹産業である農林水産業への影響が懸
念され、温室効果ガスの削減が重要な課題となっています。

温室効果ガスの排出を大幅に削減し、気候に悪影響を及ぼさない水準で大気中の温室効果ガスを安定させると同時に生活の豊
かさを実現できる社会、いわゆる低炭素社会の実現に向けては、産業、運輸、業務、家庭といったあらゆる分野で二酸化炭素などの
排出削減を進めていくことが重要であり、このような取組を促進するための手法の一つとして、市場メカニズムを活用したカーボン・オ
フセットの取組が道内外で広がりつつあります。

カーボン・オフセットの取組は、日常生活や経済活動によって排出される温室効果ガス排出量のうち、どうしても削減できない量の
全部又は一部を他の場所での排出削減量や森林吸収量（クレジット）を用いて埋め合わせ（オフセット）するものです。
私たちは、この取組を通じて、温室効果ガスの排出がコストであるという認識を社会に組み込むことにより、温室効果ガスの排出量

を極力抑える低炭素型のライフスタイル・ビジネススタイルへの転換が進んでいくものと考えています。

また、本道は、森林やバイオマスなどの多様な資源が豊富に存在しており、こうした本道の地域特性や強みを活かしてクレジットを
創出し、それを道内外でオフセットに活用することは、北海道らしい温暖化対策の取組であるとともに、我が国の温暖化対策に地域
からも貢献でき、さらには、環境ビジネスの育成や地域の活性化にもつながるものと考えています。

このようなことから、私たちは、カーボン・オフセットやクレジットの創出の取組（カーボン・アクション）を加速させるため、事業者、関
係する各種団体、行政機関などの連携・協力によって、カーボン・オフセット制度の一体的な普及や情報交換・相談支援などを行う
「北海道カーボン・アクション・フォーラム」を設立することといたしました。

つきましては、関係の皆様のご協力をいただきますとともに、私たちの趣旨にご賛同いただき本フォーラムにご参加いただきますよ
うお願い申し上げます。

平成２２年１０月２０日
発起人代表 北海道

発起人：環境省北海道地方環境事務所、経済産業省北海道経済産業局、北海道市長会、
北海道町村会、北海道商工会議所連合会、株式会社エコノス、北電総合設計株式会社、
財団法人北海道環境財団、ＮＰＯ法人北海道グリーンファンド、北海道

北海道カーボン・アクション・フォーラム設立趣意書



クレジット創出主体クレジット創出主体 オフセット活動主体オフセット活動主体

クレジット

クレジット

・Ｊ－ＶＥＲ
・国内ｸﾚｼﾞｯﾄ
・グリーン電
力・熱証書

オフセット

・企 業
・個 人
・民間団体
・市町村
等

・企 業
・個 人
・民間団体
・市町村

等

◇ 北海道カーボン・アクション・フォーラムの役割

◆制度の一体的な普及、情報発信（セミナー・シンポジウムの開催、ポータルサイトの運営◆制度の一体的な普及、情報発信（セミナー・シンポジウムの開催、ポータルサイトの運営 等）等）

オフセット

◆制度の一体的な相談支援（サポートデスクの設置等）◆制度の一体的な相談支援（サポートデスクの設置等）

プロバイダープロバイダー
（マッチング、コンサルティング）

◆カーボン・アクションに関する情報交換、意見交換◆カーボン・アクションに関する情報交換、意見交換

◆カーボン・アクションを推進するための具体的な取組の検討（道産クレジットの差別化（価値の向上）◆カーボン・アクションを推進するための具体的な取組の検討（道産クレジットの差別化（価値の向上） 等）等）
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関係機関等及び各主体との連携組織

・企業のＣＳＲ
・会議・イベン
ト・自己活動オ
フセット等

関係機関等

地球温暖化対策の推進、環境ビジネスの育成、地域活性化

北海道の優位性を活かしたクレジットの創出・カーボンオフセットの促進北海道の優位性を活かしたクレジットの創出・カーボンオフセットの促進

自主的な温室効果ガス削減・吸収プロジェ
クトにより、カーボン・オフセットに用いられる
ことができるクレジット創出

自主削減が困難な場合に他の場所で創出
されたクレジットなどを用いてカーボン・オフ
セット（埋め合わせ）

森林に
よる
吸収量

省エネ等
による
削減量

オフセット・クレジット
（J-VER）制度【環境省】

国内クレジット制度
【経済産業省】

グリーン電力・熱証書制度
【グリーンエネルギー認証センター】

民間における制度
道における制度

関係制度

カーボン・オフセットの取組を一体的に普及推進し、森林やバイオマスなどの多様な資源が豊富に存在する本道の優位性を
活かしながら、カーボン・アクションを加速することによって、北海道らしい地球温暖化対策を推進する。

目 的

役 割

運営体制

道や学識・関係機関・先進自治体等が連携のもと運営。

カーボン・アクションⅠ カーボン・アクションⅡ

北海道カーボン・アクション・フォーラム



構成メンバー（案）
◇学識経験者
◇環境省北海道地方環境事務所 ◇経済産業省北海道経済産業局
◇北海道商工会議所連合会 ◇（株）エコノス ◇北電総合設計（株）

◇（財）北海道環境財団 ◇ＮＰＯ法人北海道グリーンファンド
◇市町村 ◇北海道

◇ 北海道ｶｰﾎﾞﾝ･ｱｸｼｮﾝ･ﾌｫｰﾗﾑの組織・運営体制と事業内容（案）

運営委員会

平成２２年度 平成２３年度以降（予

定）

※ 北海道ｶｰﾎﾞﾝ･ｱｸｼｮﾝ･ﾌｫｰﾗﾑは、独自の組織体等による運営を目指していますが、当面、各種事業については、各主体での経費の負担
を含めて、連携のあり方や役割分担等を検討します。

■設立記念シンポジウムの開催
■カーボン・オフセットのホームページ（地球温暖化ポータル
サイト）の開設・運営

■カーボン・オフセットに関する相談窓口（北海道）
■専用サポートデスクの設置に向けた検討
■道産クレジットの差別化（価値の向上）の検討

■カーボン・オフセットに関するセミナー・シンポジウムの開催

■カーボン・オフセットのホームページ（地球温暖化ポータルサ
イト）の運営

■専用サポートデスクの設置
■道産クレジットの差別化（価値の向上）

運営に関する必要事項を協議・決定

個別の課題を検討

運営体制

事業内容

部 会

会員

【資格】
地球温暖化の防止に関する理解を深め、カーボン・アクショ

ンについて自主的かつ積極的に行うよう努めるもの。

メンバー（想定）
◇企業 ◇団体 ◇市町村等行政機関
◇個人 ◇学識経験者

【メリット】
◆ 会員相互の交流・連携が可能
◆ 会員に対して、情報を発信することが可能
◆ カーボン・オフセットに関する情報を入手することが可能
◆ 本会が主催するセミナー等に優先的に参加することが
可能

情報発信

意見・情報交換

事務局

北海道環境生活部地球温暖化対策室
（財）北海道環境財団
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